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電気の低炭素化の加速電気の低炭素化の加速

お客さまお客さま

風力

■電力流通ネットワーク
・出力が不安定な太陽光発電などの

新エネルギーを大量に受入れ、
安定的な電気としてお届けする

・設備の維持、更新、高度化

太陽光発電

火力火力

原子力原子力
揚水揚水水力水力

■需給調整力の確保
需給調整（周波数変動、余剰電力等）に
柔軟に対応できる電源設備の維持・運用

原子力既設プラントの有効活用と合わせ、将来的な新設・リプレースなど原子力を基軸に、お客さまと手を携え原子力既設プラントの有効活用と合わせ、将来的な新設・リプレースなど原子力を基軸に、お客さまと手を携え
た太陽光発電普及の推進など、再生可能エネルギーも積極的に拡大し、電気の低炭素化を加速させる。た太陽光発電普及の推進など、再生可能エネルギーも積極的に拡大し、電気の低炭素化を加速させる。

＜非化石電源比率＜非化石電源比率 ：： 約５割約５割(2008) (2008) →→ 約６～７割約６～７割(2030)(2030)＞＞

メガソーラー

■太陽光発電普及の推進
太陽光発電などの新エネルギー
の受入れ、連系

■原子力発電比率の拡大
安全・安定運転の継続による利用率の
維持・向上
既設プラントの有効活用と合わせ、将来
的な新設・リプレース

■新エネルギーの積極的な導入
経済性のある案件を中心とした自社
グループによる開発・導入

■水力の維持・拡大
既設水力の維持に加え、
リフレッシュに伴う出力アップや
経済性のある中小水力の開発

■火力の高効率化
設備更新等による熱効率の向上

バイオマス

お届け

余剰受入れ
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配電用変電配電用変電
所所

遠隔制御型
SVR/SVC

ｾﾝｻ内
蔵ｽｲｯﾁ

分散型電源

発電所発電所

メガソーラー

風力

次世代配電自動化

料金計算
センター

ＳＶＲ（Step Voltage  Regulator
：高圧配電線用自動電圧調整器

ＳＶＣ（Static Var Compensator）
：静止形無効電力補償装置

新計量システム

中央給電指令所
WEB通知等

計測 制御

蓄電池蓄電池
ｲﾝﾊﾞｰﾀｲﾝﾊﾞｰﾀ

給電制御所等

基幹系変電所基幹系変電所

蓄電池蓄電池ｲﾝﾊﾞｰﾀｲﾝﾊﾞｰﾀ

火力火力原子力原子力 揚水揚水 水力水力

新計量計器

■エネルギーの見える化

省エネ・省コスト・省ＣＯ２をサポート

お客さまお客さま

電力用通信回線

電力系統

一般通信網

凡例

■配電系統の高度化
・電気の品質の維持・向上

（電圧制御の高度化等）
・より効率的な設備形成

■電源・流通設備の維持・更新

低炭素電源を安定的に受入れるための設

備維持・更新

■需給調整力の確保

太陽光発電の出力予測技術の開発

■需給調整力の向上

蓄電池による需給制御技術の開発

関西電力のスマートグリッドの構築関西電力のスマートグリッドの構築

出力が不安定な太陽光発電等の新エネルギーを電力系統に取り込むことで、安定的な電気に変えて、出力が不安定な太陽光発電等の新エネルギーを電力系統に取り込むことで、安定的な電気に変えて、

お客さまにお届けする。また、「エネルギーの見える化」などのお客さまサービスを提供する。お客さまにお届けする。また、「エネルギーの見える化」などのお客さまサービスを提供する。
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お客さまと社会

○省エネ・省コスト・省ＣＯ２に
対するニーズの高まり

関西電力グループ

○ヒートポンプ技術等を活用した
高効率機器やＥＶ

×
○低炭素な電気エネルギー

○省エネ・省コスト・省ＣＯ２を達成

お客さま満足の向上

低炭素社会の実現

○低炭素社会を支える盤石の基盤づくり
・非化石電源比率の向上

・計画的な設備投資（高経年化対応）

・太陽光発電の普及拡大局面における

系統の安定化

さらなる低炭素社会へ

低炭素エネルギーへのシフト

高
効
率
機
器
の
普
及
拡
大

電
気
の

一
層
の
低
炭
素
化

お客さまと社会の省エネ・省コスト・省ＣＯ２

への貢献（電化提案）

さらなる省ＣＯ２

お客さまと社会の省エネ・省コスト・省お客さまと社会の省エネ・省コスト・省COCO22への貢献への貢献

お客さまと社会の省エネ・省コスト・省ＣＯお客さまと社会の省エネ・省コスト・省ＣＯ２２に貢献し、さらなる「お客さま満足の向上」とに貢献し、さらなる「お客さま満足の向上」と

「低炭素社会の実現」につながる好循環を目指す。「低炭素社会の実現」につながる好循環を目指す。
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「オール電化「オール電化++」による需要サイドの対策」による需要サイドの対策

○社用車として○社用車として20202020年までに年までに15001500台導入予定。台導入予定。

○関西○関西電気自動車普及電気自動車普及推進協議会を設立し、合理的な推進協議会を設立し、合理的な
インフラ整備の方策検討など、実態調査研究を開始。インフラ整備の方策検討など、実態調査研究を開始。

・調査期間・調査期間 ２年間（平成２年間（平成2222年年44月～）月～）

・参加企業・参加企業 三菱自動車工業、三菱商事、三菱自動車工業、三菱商事、
三菱オートリース、関西電力、三菱オートリース、関西電力、
自治体など自治体など
2525事業者・団体（事業者・団体（H22.4.1H22.4.1現在）現在）

「オール電化＋太陽光発電」「オール電化＋太陽光発電」

太陽の熱も光も、太陽のエネルギーを最大限にくらしに太陽の熱も光も、太陽のエネルギーを最大限にくらしに

取り入れれば環境にやさしく経済的に。取り入れれば環境にやさしく経済的に。

2840
Kg-CO2

2300
Kg-CO2

1730
Kg-CO2

オール
電化分

オール
電化分

自家消費分

約
19
％
削
減

約
39
％
削
減

都市ガス併用住宅 オール電化住宅
（ｴｺｷｭｰﾄ採用の場合）

オール電化住宅
（ｴｺｷｭｰﾄ採用の場合）

＋
太陽光発電

○ヒートポンプ技術により高効率で環境性が高く、○ヒートポンプ技術により高効率で環境性が高く、

経済性にも優れた給湯器。経済性にも優れた給湯器。

○家庭部門の○家庭部門のCO2CO2削減に大きな効果。削減に大きな効果。

エコキュートエコキュート
「ヒートポンプ技術」とは

空気中の熱（ヒート）をくみ上げ（ポンプ）
て、熱エネルギーを得る技術のこと。

空気中の熱を有効活用するから、使う
電気の3倍以上の熱エネルギーを得ら

れます。
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中長期ロードマップへの意見中長期ロードマップへの意見



12@Copyright The Kansai Electric Power Co.,Inc. All right reserved.

供給計画と中長期ロードマップとのギャップについて供給計画と中長期ロードマップとのギャップについて

原子力

石油他 4%

LNG

石炭

水力

14%

非化石比率

71%
非化石比率

60%

50%

19%

17%

10%

49%

3%

16%

10%

8%

２０１９年
関西電力
供給計画

1%

２０２０年

中長期ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
真水▲25%*

（ *：中長期ロードマップ調査 第5回全体検討会 資料2-1 p.49 産業マクロフレーム固定ケース）

10905億kWh

２０１９年
電力各社の

供給計画合計

2%

非化石比率

52%

41%

5%

22%

21%

9%

中長期ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
▲25％の世界

供給計画見通し

(kg-CO2/kWh)

電力需要 (億kWh)

ギャップ

ギャップ

CO2排出量

排
出
原
単
位

安定供給を使命とする我々電気事業者としては、不確実なエネ安定供給を使命とする我々電気事業者としては、不確実なエネ

ルギー需要の減少を前提として電力供給設備の維持形成を図ルギー需要の減少を前提として電力供給設備の維持形成を図

ることはできない。ることはできない。

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

発電電力量 ○電気事業法に基づき国へ毎年届出する１０年間の計画○電気事業法に基づき国へ毎年届出する１０年間の計画

（供給計画）による２０１９年の姿とロードマップで示される（供給計画）による２０１９年の姿とロードマップで示される

２０２０年の姿には、需要のギャップと非化石電源比率の差２０２０年の姿には、需要のギャップと非化石電源比率の差

による排出原単位ギャップが存在する。による排出原単位ギャップが存在する。

○非化石電源比率が一番高い当社でも大きな乖離が存在する。○非化石電源比率が一番高い当社でも大きな乖離が存在する。

9529億kWh
ギャップ

ギャップ
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スマートグリッド（エネルギー供給インフラ）スマートグリッド（エネルギー供給インフラ）

エネルギー供給対策・供給インフラについてエネルギー供給対策・供給インフラについて

関西電力では、スマートグリッドへの取組みを「電力系統の電力系統の

安定性を失うことなく、低炭素社会の実現およびお客さま安定性を失うことなく、低炭素社会の実現およびお客さま

の利便性向上を目的に、の利便性向上を目的に、ITIT・蓄電池などの新技術を用いて、・蓄電池などの新技術を用いて、

高効率、高品質、高信頼度の電力供給システムの実現を高効率、高品質、高信頼度の電力供給システムの実現を

目指すもの目指すもの」と捉えている。

再生可能エネルギー大量導入し、安定な電気を供給する

ためには、以下のような対策が必要。

・余剰電力の発生

・周波数調整力の不足

・配電系統の電圧上昇

スマートメーターを含めスマートグリッドの導入には、現在

行われている実証事業の結果や今後の検討が必要であり、

ある程度の期間が必要となる。 国民によるコスト負担の

レベルや妥当性なども慎重に検討するべき。

◆再生可能エネルギー◆再生可能エネルギー
・2020年までの導入量は非現実的。

・大量導入にはリードタイムが必要。

・大量導入には多大な系統安定化対策が必要。

◆中小水力発電◆中小水力発電
・開発ポテンシャルは限定的。

・地点の奥地化・小規模化に伴って経済性や新たな自然
環境問題への課題が発生。

◆火力発電◆火力発電
・エネルギーセキュリティや経済性の視点から化石燃料の
さらなる高度利用が必要。

・負荷応答性に優れており、再生可能エネルギーの出力
変動の対応に不可欠。

◆原子力発電◆原子力発電
・原子力は３つの「Ｅ」の同時達成への切り札。

・原子燃料サイクルを含めた中長期的な視点から官民協調
した取組みが必要。

電源の低炭素化（エネルギー供給）電源の低炭素化（エネルギー供給）
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エネルギー需要側対策についてエネルギー需要側対策について

住宅・建築物の分野においては、将来にわたり省ＣＯ住宅・建築物の分野においては、将来にわたり省ＣＯ２２の観点での観点で相乗効果相乗効果が期待が期待
できるヒートポンプ技術を優先的にかつ着実に導入するような政策とすべき。できるヒートポンプ技術を優先的にかつ着実に導入するような政策とすべき。

☓

給湯・暖房を中心とした給湯・暖房を中心とした
エネルギー需要におけるエネルギー需要における

高効率機器の普及高効率機器の普及 ＆＆

低炭素な電気へのシフト低炭素な電気へのシフト

需要サイド 供給サイド

電気の低炭素化電気の低炭素化

相乗効果相乗効果
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国内の企業が持つ省エネ・高効率技術を海外に輸出する場合、海外での削減相当分を日本の国内の企業が持つ省エネ・高効率技術を海外に輸出する場合、海外での削減相当分を日本の

貢献として評価することにより、産業の活性化および経済の成長が図れ、地球全体での削減に貢献として評価することにより、産業の活性化および経済の成長が図れ、地球全体での削減に

つながるのではないか。つながるのではないか。

→→ 国内での削減に関する国内での削減に関する
議論に終始すべきではない。議論に終始すべきではない。

環境技術
移転

国内電気事業
海 外

KANSAI の POWER を世界へ、世界の元気を関西に

電力利用 送配電 発電 燃料

燃料上流事業

海外ＩＰＰ事業

海外ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
経営資源の

活用
国内事業への
フィードバック

海外での削減分の評価について海外での削減分の評価について

日本日本

海外海外
技術

削減相当分

日本の技術により海外での削減に寄与した分を、日本のものとしてカウントできるような枠組みを日本の技術により海外での削減に寄与した分を、日本のものとしてカウントできるような枠組みを
国として構築していただきたい。国として構築していただきたい。
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中長期ロードマップに対する意見・要望中長期ロードマップに対する意見・要望

【前提条件、整合性と透明性の確保】

○「1990年比25％削減」という目標は、すべての主要排出国による公平かつ実効性が確保された国際的な枠組みの構築

とともに、意欲的な目標について合意した場合に設定されるものであり、「25％削減」ありきの議論は避けるべき。

○環境と経済の両立の原則のもと、関係省庁間での政策の整合や、現在検討されているエネルギー基本計画、新成長戦

略との整合など、総合的、一体的に議論の上、国として方向性を示すべき。

○産業界も含め幅広い専門家を交えてバランスのとれた議論を行うとともに、議論の透明性を確保すべき。

【実現可能性と実効性について】
○ロードマップに示されるような不確実なエネルギー需要の減少を前提として、電力供給設備の維持形成を図ることは
できない。

○対策にかかる導入量や導入ペース、削減見通しの根拠や妥当性、実現可能性について検証すべき。

○国内排出量取引制度や地球温暖化対策税、固定価格買取制度など、各種政策の導入に伴う削減効果、国民や企業の

負担および経済全体への影響などを検証し、導入の是非も含め慎重に検討されるべき。

○特に、環境にのみ傾注するのではなく、経済とエネルギーセキュリティについても考慮した上で、「安定供給」「環境保全」

「経済性」の３つの「Ｅ」の同時達成を目指すべき。

【国民の合意形成】

○各種政策によるコスト負担や雇用などへの影響を国民に示し、国民的議論を経て合意形成を図るべき。

【海外での削減活動の評価】

○国内での削減だけではなく、海外で削減に寄与した分もカウントできるような枠組み、制度を構築すべき。
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参考資料参考資料
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電力会社

の発電所 卸供給事業者

（IPPなど）

卸電気事業者

（Jパワーなど）

電力会社の

送配電ネットワーク

お客さま

（非自由化部門）

一般家庭など

お客さま

（自由化部門）

工場・ビルなど

（電力会社）

供給義務
（電力会社）

最終保障義務

特定規模
電気事業者

（PPS）

特定
電気事業者

特定地域の
お客さま

供給義務

※

※
※

※

※：電気事業者

電気事業制度電気事業制度

（一般電気事業者）
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中長期ロードマップの検討（エネルギー供給対策）中長期ロードマップの検討（エネルギー供給対策）20302030

原子力

石油他 0%

LNG

石炭 6%

水力

再生可能

エネルギー

ロードマップ

２０３０年上位ｹｰｽ

1492億kWh*

関西電力

２０３０年想定

1600億kWh以上

50%

9%

9%

非化石比率

約6～7割

非化石比率

83.8%

「関西電力グループ長期成長戦略２０３０」（2010年3月発表）

エネルギーと暮らしの

ベストパートナー

新時代のエネルギー
安定供給のパイオニア

低炭素社会の

メインプレーヤー

さらに幅広いサービス

とグローバルな貢献

ベストソリューションの追求

磐石の事業基盤

（安全・安定供給、人、設備等）

確固たる価値観

（CSR、安全文化、人を大切にする経営）

２０３０年に向けた挑戦

○販売電力量

現状 1460億kWh程度→1600億kWh以上

○非化石比率

現状 ５割程度→ ６～７割程度

*：日本全体の16%と仮定（関西エリアの販売電力量相当）

20年後のありたい姿を実現させていくためには、設備対策を

今から実施していかなければならない。

ロードマップでは、ビジョンだけでなく具体的な道筋を現実の
問題として取扱う必要がある。

26%
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原子力の設備利用率の推移原子力の設備利用率の推移
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